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１ はじめに 
管理者は職場の人材育成、及び、メンタルヘルス対策の

重要な存在である。ワーク・エンゲイジメント（以下

「WE」という。）を高める仕事の資源には課題の多様性

やコーチングなど管理職が関与する内容が含まれ1）、そし

て、部下のメンタルヘルスに対する異変に気付き、対応す

るというラインケア2）でも要ともされている。また、就労

支援機関の管理者の課題は、その属性(事業形態、運営法人

の規模や役員の兼務の有無)で異なる点があると考えられて

いる3）が、管理者の育成や組織に関する調査報告は少ない。 
我々は、就労支援機関の管理者に対する研修プログラム

の開発を目的に、リスニングアワーをベースとしたWeb
研修プログラムを実施した4）。この研修プログラムでは、

一部質的な変化が認められたが、自身の話した内容への

フィードバックや参加者同士の交流が課題となった４）。

今回、新たに情報提供と互いの経験を語る形で再編した

Web研修プログラムを行った。その効果について報告す

る。なお、本研究は本学の倫理審査委員会の承認を得て実

施した（承認番号：05012） 。 
 
２ 方法 
(1) 研究協力者 
本研究の協力者は、就労移行支援（多機能型を含む）、

及び、障害者就業・生活支援センター（以下「ナカポツ」

という。）の各事業を実施している機関の管理者である。

ナカポツは全337ヶ所、就労移行支援事業所はWAMNET
より660ヶ所をランダムに抽出し、本研究への協力依頼文

書を発送した。その後、本研究協力に興味を示した管理者

で、文書による同意が得られた者とした。また、研究者の

ネットワークも活用し、研究協力者を募り、最終的には10

名から協力が得られた。その属性は表１の通りである。 

表１ 研究協力者の属性 

なお、研究協力者の現所属機関における就労支援の経験

年数は３か月～20年であり、管理職としての経験年数は３

～18年であった。また、職員の人材育成に関わっている者

は９名であった。 

(2) 本研修プログラムの枠組みと内容 
 本研修プログラムの枠組みとしては、研究協力者の都合

を考慮し、１時間１回のWeb会議システムによる研修を

３回（１回/週間）実施した。実施期間は2024年１月～２

月であった。 

各回の進め方としては、筆頭演者がファシリテーターと

なり、①自己紹介及び近況報告、②研究をベースにした就

労支援機関の管理者に関する情報提供、③参加者各自の経

験や意見について発言、④次回のアナウンス・確認事項の

順で行った。特に、前回の研修プログラムの反省から、参

加者同士の交流の促進と全員の発言が保証されるように進

行を心掛けた。なお、新型コロナ等による急な欠席につい

ては、録画した動画を確認できるように配慮した。 

情報提供の主な内容は表２の通りである。各内容は演者

の過去の研究内容と厚生労働省のHPにある情報を利用した。 

表２ 情報提供の内容 

  
(3) 手順 
本研修プログラムに参加する前、終了直後、終了１か月

後にWeb（Googleフォーム）によるアンケートに回答し

てもらった。アンケート内容としては、管理者の基本情報

や各尺度、本研修プログラムの満足度（終了直後アンケー

トのみ）等を含め、回答期間は１週間とした。 

分析方法はクロス集計を行った。また、本研修プログラ

ム参加前後及び終了１か月後のWE（日本語版UWES短縮

版５））について、Friedman検定を行った（SPSS ver.29）。 

性別 男性7名 ⼥性3名
年齢 20代1名 30代2名 40代4名 50代3名

所属機関 就労移⾏7名 ナカポツ3名

運営法⼈
NPO法⼈4名 株式会社2名
社会福祉法⼈2名 医療法⼈2名

運営法⼈役員兼務 役員2名 ⾮役員8名

運営法⼈の職員数
50名未満4名 50〜100名未満3名
100〜300名未満2名 300名以上1名

回数 内容

1回⽬
就労⽀援機関における就労⽀援・⼈材育成の課
題︓運営法⼈に注⽬した分析（就労⽀援の現状に
関しては厚⽣労働省の情報を使⽤）

2回⽬
就労⽀援機関における⼈材育成の課題︓ナカポツ
と訓練等給付の⽐較（就労選択⽀援・基礎的研修
の情報は厚⽣労働省の情報を使⽤）

3回⽬ メンタルヘルス不全とバーンアウト予防/管理者の
ストレスとWE（⾼める取り組みを含む）
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３ 結果 
(1) 本研修プログラムへの満足度 
 本研修プログラムに対する満足度は満足が６名、やや満足

が４名であった。満足・やや満足の理由としては、管理職の

セルフケアに関する情報を得られたことや他の管理者の意見

を聞くことができたことがあげられていた。 
(2) 本研修プログラムの内容・時間等について 
 本研修プログラムの内容については、よいが６名、ややよ

いが４名であった。よい・ややよいの理由としては、管理者

及び研究データの話を聞いたことがあげられた。 
また、本研修プログラムの実施時間については丁度良いが

５名、やや短いが５名であった。丁度良いとした理由として

は、集中力や業務に支障が出ないことがあげられていた。一

方、やや短いと回答した理由としては、もう少し話をした

い・聞きたいがあげられた。 
 そして、本研修プログラムの感想では、「よいチームを築

くために自身を労わることはよいことと思えるようになりま

した」「お会いしたことのない管理者の方と管理者ならでは

の悩みや取組についてお話ができたことが大変良かった」な

どがあげられた。 
(3) 本研修プログラムを通して職場で取り組みたいこと 

 本研修プログラム終了直後に職場で取り組みたいことを回

答した者は９名であり、その内容は表３の通りであった。こ

の９名の内１か月後に少しできた者は２名、あまりできな

かった者は５名、できなかった者は２名であった。あまりで

きなかった・できなかった理由としては、業務が立て込んだ

ことや研修終了からの時間が間もないことがあげられていた。 

表３ 本プログラム終了直後に職場で取り組みたいこと 

 

 (4) ＷＥ 

 欠損があった１名を除き９名分を分析対象とした。実施前

の日本語版UWESの値は平均3.20±1.16で、終了直後は

3.26±1.23、終了１か月後は3.12±1.13であり、有意差は認

められなかった。なお、終了１か月後に急上昇していた１名

については、本プログラムを通して職場で取り組みたいこと

について「少しできた」と回答し、感想でも「管理職として

の苦労感は皆同様にあることを共有できたのは「自身が至ら

ない」と抱え込まなくてもよいのかと思うようになりました」

と記していた。 

４ 考察 
 今回、アンケートの結果から、前回の研修プログラムに比

較し、やや不満と感じている者がいないことが示された。感

想に、「管理職のセルフケアに関する情報を得られたことや

他の管理者の意見を聞くことができたこと」があげられてお

り、また、満足度においても同様の理由があげられていた。

この点より、前回の研修プログラムよりも参加者同士の交流

が保証され、新たな情報が得られる形になっていたと思われ

る。また、実施時間に関しては、短いと丁度良いに分かれた

が、管理者が多忙な業務の合間に参加することを考えると１

時間程度の時間設定は適切であったのではないかと思われた。 
 そして、WEは研修プログラム実施前後で有意差は認めら

れなかった。しかし、終了１か月後に急上昇していた1名は、

本研修プログラムを通して職場で取り組みたいことが少しで

きたと感じていた。WEを高める要因である個人の資源は個

人の内部にある心理的資源とされ、自己効力感、組織での自

尊心、楽観性などが該当すると言われている1）。この結果か

ら、本研修プログラムへの参加でWEが上昇する場合、研修

で学んだことが職場で取り組めたという自己効力感が影響す

ることが考えられた。今後、他の尺度の結果も踏まえて、さ

らに検討する必要があると思われる。 
 
５ 結語 
今回、就労支援機関の管理者を対象に情報提供と互いの経

験を語るWeb研修プログラムを実施した。そのアンケート結

果から、参加者は主観的な満足度を得ることができたと思わ

れた。また、WEを高めるためには、研修終了後の自己効力

感が影響している可能性があるため、経過後のフォローの必

要性も考えられたが、より詳細な分析が必要であると思われ

た。なお、本研究はJSPS科研費JP19K02163の助成を受けて

いる。 
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【連絡先】 
大川 浩子 
北海道文教大学 
e-mail：ohkawa@do-bunkyodai.ac.jp 

・個⼈⾯談
・管理者研修の精査
・WEを⾼めるための取り組み（ほめるなど）4名
・スタッフと交流する機会を増やす、コミュニケーション2名
・俯瞰して⾃分の業務を整理・⾒える化し、可能な範囲で部
下と共有

・部下の研修制度の⾒直し
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障害者雇用で必要と考えられる職業準備性 
－移行支援事業所の支援者と雇用者の認識より－ 

 

○河合 静夏（株式会社綜合キャリアトラスト SAKURA杉並センター 支援員） 

〇長徳 涼 （株式会社綜合キャリアトラスト SAKURA長野センター 支援員 社会福祉士） 

瀧澤 文子・金井 優紀（株式会社綜合キャリアトラスト SAKURA杉並センター） 

 

１ はじめに 

株式会社綜合キャリアトラストは、各種人材サービス事

業を展開する親会社、綜合キャリアオプションの特例子会

社として2012年に設立。事業としては、障害者の自社雇用

や、企業へのコンサルティング、就労移行支援がある。就

労移行支援事業所SAKURAセンターは、全国で16セン

ターを展開し、親会社の企業とのつながりや、人材育成の

ノウハウを活かした、就労・定着支援を特徴としている。 

 

２  調査の背景・目的 

 令和５年度の障害者雇用実態調査1)において、障害者雇

用者数は着実に進展しているとの報告がある。雇用は伸び

てきている一方で、企業によっては、需要・供給のミス

マッチにより雇用が進んでいないという報告2)もある。 

今後、障害者雇用がより発展していく中で、障害者だけで

はなく、就労支援者もより企業のニーズを踏まえ、ミス

マッチのない就労支援をしていく必要があると感じている。 

そのため、今回の発表では、障害者雇用で必要と考えられ

る職業準備性（個人の側に職業生活の開始と継続に必要な

条件が用意されている状態を指す）3)の認識について、

SAKURAセンターの支援者と障害者を雇用している事業

所の担当者に調査を行い、その結果について両者の認識、

またその共通性や相違に関して検討を行う。 

 

３ 調査方法 

(1) 研究対象者 

本調査対象者は、SAKURAセンター（全16センター）

の支援者と、SAKURAセンターの就労定着支援を利用し

た、障害者の雇用担当者を対象とする。 

支援者74名、雇用担当者159名に調査依頼をした（表１）。 

(2) 調査時期及び手続き 

2024年８月～2024年９月にかけて調査を行った。 

質問紙調査かウェブアンケートは選択できる形式を取り、

ウェブアンケート調査票への誘導をする２次元コードを記

載した依頼文を送付した。オンライン調査票の作成は、

Microsoft Formsを使用した。 

 

 

 

 

表１ 調査依頼センター詳細 

 

(3) 調査票について 

今回、認識調査を行うにあたり、関連性のある研究を検

索した結果、雇用担当者による障害者個人のスキル評価

シートや障害者の自己評価シートを見つけることができた

が、障害者雇用で必要なスキルに対しての認識調査は見つ

けることができなかった。そのため、障害者雇用における

職業準備性をまとめた「就労支援のための従業員用チェッ

クリスト」4)を用いている。これは教育、訓練、福祉等の

機関や事業所が連携・連続し、障害者就労支援が円滑に実

施できるよう、関係者が共通して使用することが可能な

チェックリストとして開発された。対象者は雇用されてい

る従業員（障害種別に関係なく、すべての障害者）とし、

すべての事業所（全業種・職種・規模）で使用できる。

チェック項目は就労後の各障害に共通した職業人として求

められる基本的事項を集約したもの。評価領域は、『職業

生活』、『対人関係』、『作業力』、『仕事への態度』の

４領域23項目からなる。   

本調査は、特定の人物に対する評価ではなく、支援者と

雇用担当者の認識調査のため、チェック項目と調査の内容

に応じて回答について選択肢の調整を行った。また、支援

者に調査票を実施し、項目の追加や変更を行っている。 

追加した項目については、２領域、３項目。『障害につ

いて』を新領域とし、【通院・服薬管理】通院や服薬管理

ができていること、【自己理解】障害について理解できて

SAKURAセンター名 支援員数 障害者雇用担当者数 

長野 8 19 

新宿 5 15 

山梨 5 8 

松本 5 10 

わらび 4 6 

蒲田 4 9 

池袋 6 10 

福岡天神 5 11 

長野南 5 5 

岡谷 5 5 

富山 4 18 

前橋 2 4 

杉並 6 15 

松本中央 4 10 

新潟 2 7 

新潟NEXT 4 7 

合計 74 159 
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おり福祉資源を活用することができていること を追加。

『仕事への態度』領域の中で、【安定性】適切なタイミン

グで小休憩を挟みつつ、安定して作業に取り組むことがで

きること を追加。理由としては、【通院・服薬管理】

【自己理解】は職業準備性ピラミッドでも土台となる部分

であり、また、支援者より「通所、通勤、の安定のために

最も大切」「面接の際に、通院、服薬や障害に対する理解

が出来ているかよく聞かれる」との意見があったため。

【安定性】については、梅永（2017）5)よりASD者に有効

な配慮事項として「ストレスを感じたとき，休憩をとると

いう許可」の項目を挙げられている。また、支援者より

「自分で休憩を取ることが難しい利用者は多い」「自ら、

適切なタイミングで小休憩を挟めないと、安定して作業に

取り組むことは出来ない｣との意見があったため。 

評価段階について、障害者を雇用する際に重要（できて

いてほしい）と考えるスキルについて尋ねるため、回答の

選択肢は、調査項目の語尾を｢～こと｣とし、評定は、【４

=必ず出来て欲しい、３=出来て欲しい、２=できれば出来

て欲しい、１=どちらでも良い】の４件法で26項目の回答

を求めた。また、最後に自由記述欄を設けている。(表２) 

(4) 分析方法 

ア 領域 

支援者と雇用担当者の領域、項目にt検定を実施し、有

意差がある平均値を比較することで、両者の回答に差があ

るかを分析する。 

イ 領域 

支援者と雇用担当者の領域、項目に相関分析を実施し、

両者の回答に関連性があるかを分析する。 

ウ 領域 

支援者と雇用担当者の自由記述欄の回答内容について整

理する。 

(5) 倫理的配慮 

倫理的配慮として支援者と雇用担当者に、研究の目的と

公表方法を説明したのち、①個人が特定されることはない

こと、②同意は任意であること、③同意しないことで不利

益が生じることは一切ないこと を説明して同意を得た。 

 

４ 今後について 

 本調査では、調査票の回収に時間を要するため、調査の

結果、および考察については、職業リハビリテーション研

究・実践発表会にて報告をさせて頂く。調査結果を元に、

障害者雇用で必要と考えられる職業準備性について支援者

と雇用担当者の認識を明らかにするとともに、その認識の

共通性や相違について検討をしていく。検討の結果につい

て、SAKURAセンターでの支援提供、定着支援の見直し

を行うことで、より雇用者側のニーズを踏まえたサービス

を提供につなげていきたいと考えている。 

 

表２ 「障害者雇用に求めるスキルについての認識調査」 

 調査項目（支援者、雇用担当者共通の項目） 
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促進するための方策に関する研究』,「調査研究報告書 

No.76」,（2007） 

3)  障害者職業総合センター『就労困難性（職業準備性と就労困

難性）の評価に関する調査研究』,「調査研究報告書 

No.168」,（2023）,p.17 

4)  障害者職業総合センター『就労支援のための従業員用チェッ

クリスト』（2009） 

5)  梅永 雄二『発達障害者の就労上の困難性と 具体的対策』,

「日本労働研究雑誌2017年8月号」（2017） 

4：必ず出来て欲しい 3：出来て欲しい 2：できれば出来て欲しい 1：どちらでも良い 

領域 項目 

Ⅰ 

職
業
生
活 

1.【出勤状況】正当な理由（通院、電車の遅延等）のない遅

刻・早退・欠勤はないこと。 

2.【健康状態】健康に気をつけ、良好な体調を保っているこ

と。 

3.【身だしなみ】職場に応じた身だしなみをしていること。 

4.【規則の尊厳】職場の規則を守ること。 

Ⅱ 

対
人
関
係 

1.【挨拶】相手や場に応じて挨拶ができること。 

2.【意思疎通・会話】同僚、上司と円滑な意思疎通・会話が

できること。 

3.【指揮命令系統の理解】職場の上下関係、指揮命令系統に

ついて理解していること。 

4.【人間関係の維持】誰とでも人間関係を上手にとれるこ

と。 

Ⅲ 

作
業
力 

1.【体力】１日を通して作業ができる体力があること。 

2.【指示内容の遵守】指示通りに仕事をすること。 

3.【正確性】正確に作業をし、品質、水準を保持できるこ

と。 

4.【判断力】間違いや不良品の見分け、部品や伝票等の判別

ができること。 

5.【作業速度】必要とされる作業速度をこなせること。 

6.【習熟】与えられた作業に習熟していること。 

7.【作業変化への対応】作業の内容、手順等の変化へ対応で

きること。 

8.【危険への対処】危険や禁止事項に対処できること。 

Ⅳ 

仕
事
へ
の
態
度 

1.【質問・報告・連絡・相談】必要な時に自発的に質問・報

告・連絡・相談ができること。 

2.【時間の遵守】時間（作業開始時間、休憩時間、納期等）

を守ること。 

3.【整理整頓】道具、材料、製品等は大切に取り扱い、整理

整頓ができること。 

4.【積極性】どんな作業にも自分から積極的に取り組むこ

と。 

5.【集中力】仕事への集中力はあること。 

6.【安定性】適切なタイミングで小休憩をはさみつつ、安定

して作業に取り組むことができること。 

7.【責任感】与えられた仕事は最後までやること。 

8.【共同作業】作業や役割を分担したり、協力して共同作業

ができること。 

Ⅴ
障
害
に

つ
い
て 

1.【通院・服薬管理】通院や服薬管理ができていること。 

2.【自己理解】障害について理解できており福祉資源を活用

することができていること。  

※〇印がついている項目は追加したもの 
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職業リハビリテーションの現場における 

支援スーパーバイザーの導入と効果の検証 

 

〇菊池 ゆう子（株式会社スタートライン CBSヒューマンサポート研究所 主任研究員） 
豊崎 美樹・刎田 文記（株式会社スタートライン CBSヒューマンサポート研究所） 

 

１ 背景と目的 

株式会社スタートライン（以下「SL」という。）は、

障害者及び事業主の双方に対して、文脈的行動科学を基盤

とした支援技術による職業リハビリテーション（以下「職

リハ」という。）サービスを提供している。また、SLで
は、2023年の障害者雇用促進法の改正により事業主の責務

として明記された「雇用の質の向上」をより一層推進する

ため、職業リハビリテーションの現場で発生している事象

全体に対してスーパーバイズ機能を持つ『支援スーパーバ

イザー』（以下「支援SV」という。）を、弊社CBS
ヒューマンサポート研究所内に配置することとした。 

支援SVがサポートする内容について、図１に示した。

これらのサポート内容は、スーパービジョンの機能として

管理的・教育的・支持的・仲介的の４機能に整理されてい

る1)。しかし、職リハ領域におけるスーパーバイズの重要

性については数々の調査や研究がなされている一方2)、

スーパービジョンの効果を４つの機能に分類し調査した研

究は少ないのが日本の現状である。 

 

図１ スーパービジョンの４機能と特徴 

そこで本稿では、SLにおける支援SVのスーパーバイズ

機能の効果を確認するため、アンケート調査を実施し、

スーパービジョンの４機能に基づく整理・分類を行なった

結果を報告する。調査結果をもとに、効果的なスーパービ

ジョンの在り方と、今後の支援SVの課題について検討し

たい。 

 

２ 方法 

(1) 支援SVによるサポート内容の分類 

2023年７月から2023年12月までの支援SVによるサポー

ト内容を、４つの機能（教育的・管理的・支持的・仲介的

機能）に分類した。 

(2) アンケート調査の実施方法の概要 

支援SVのサポートの効果を確認するため、アンケート

調査を実施した。調査概要および分析の方法は、以下のと

おりである。 

ア 対象者の属性：SL社員のうち、支援SVと連携した部

門のサポーター（様々な社歴・階層の20代～40代の男女） 

イ アンケート回収期間：2024年１月15日(月)～2024年２

月１日(木) 

ウ 回収手段：Microsoft FormsによるWebアンケート 

エ 調査票の形式：アンケート調査の設問内容等を表１に

示した。設問数は10問、回答形式は、単一回答、複数回答、

自由回答、段階評定法（４～５段階）の４種類を、設問内

容に応じて設定した。また設問内容は支援SVとの連携に

ついて問う内容であった。 

表１ アンケート調査の設問内容 

 

 

３ 結果 

(1) 支援SVのサポート結果 

2023年７月～2023年12月までに、支援SV２名がサポー

トを実施したケース数は25件、拠点数は17拠点、サポー

ター数は35名（サポーター総数は183名）であった。支援

SVのサポートの内容541件を４機能に分類し、各サポート

内容の件数を付した結果を表２（次頁）に示した。 

(2) アンケート調査の結果 

支援SVの効果に関するアンケート調査のうち、設問６～

９の結果を、図２および表３～５に示した。 

 
図２ 設問６の回答結果 
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表２ 支援SVによるサポートの内容と機能別分類 

支援SVのサポートの内容541件は、スーパービジョンの４機能を網羅す

る内容であった。 

 

表３ 設問７の回答結果 

■「役に立った」内容のキーワード抽出と機能別分類 

 
役に立ったとされるスーパービジョンのサポート内容は、「組織的な視

点に立った支援の在り方」、「支援するときに必要な視点取得スキル」、

「生じている問題に対する施策の実践スキル」、「クライアントの状況に

応じた組織的段階的支援」等、教育的機能、管理的機能の順に高い結果と

なった。 

■「役に立たなかった」内容のキーワード抽出と機能別分類 

 

 

 

 

役に立たなかったとされるサポート内容は、「業務遂行のための組織的

体制づくりの不足」、「組織目標と支援SVの提案のギャップ」、「現場

の実践スキルと支援SVの提案のギャップ」等、管理的機能が中心であっ

た。 

 

表４ 設問８の回答結果 

 

 

 

 

 

 

支援SVのサポートによって生じた変化については、「サポーターの変

化」が47％で最も多く回答された。 

 

表５ 設問９の回答結果 

■「サポーターの変化」の内容のキーワード抽出と機能別分類 

 
支援SVのサポートによって生じたサポーターの変化の内容は、「専門

知識・スキルの習得支援」、「組織内外の役割と責任の明確化」、「組織

的アプローチのポイントの整理」など、教育的機能が過半数を占めた。 

 

４ 考察と展望 

アンケート結果から、支援SVによるサポートはスー

パービジョンの４機能を網羅する内容であり、効果的で

あったことが確認された。 

サポーターが最も役に立ったと感じた支援SVのサポー

トは【教育的機能】に関する内容であり、支援SVのサ

ポートによって生じたサポーターの変化としても、【教育

的機能】が過半数挙げられた。このことから、スーパービ

ジョンの４機能のうち、サポーターにとって最も効果が感

じられ、かつニーズが高いと考えられるのは【教育的機能】

であると示唆された。 

一方、スーパービジョンの【管理的機能】は、サポー

ターが役に立ったと回答した数も多かったが、役に立たな

かったと感じた内容としても挙げられていた。今後【管理

的機能】の効果をより高めていくために、アンケートの回

答結果に見られるように、個々のサポーターのスキルや拠

点の人的環境など、支援SVが情報把握を丁寧に行い、業

務遂行のための組織体制づくりや、サポーターの実践スキ

ルの向上を図り、支援SVの提案とのギャップを減らして

いく必要があると考えられる。 

また、【支持的機能】【仲介的機能】は、支援SVのサ

ポート内容としては実施している（表２）が、サポーター

は効果をあまり実感しなかったようである。スーパービ

ジョンの支持的機能は、支援者のメンタルヘルスケアとし

て不足が指摘されていることから(2)、弊社においても今後

より注力すべき機能であると考える。また、仲介的機能の

不足については、チームアプローチや多職種連携などを、

より積極的にサポートしていく必要があると思われる。 

今後も引き続き、アンケートの内容をより精緻に分析す

ることで、支援SVの効果的なサポートの在り方を検討し

ていきたい。 

 

【参考文献】 
1) 小松尾京子．ケースカンファレンスにおけるスーパービジョ

ン機能に関する研究：主任介護支援専門員を対象として．
Author、2021 

2) 石原まほろ『職業リハビリテーション分野の職場内スーパー
バイザーにとって重要度の高い要素』、技能科学研究、39 巻、
1号（2023） 

－ 55 －



エビデンスに基づく実践に向けた人材育成の取り組み 

～支援者の働きがいがより良い実践へ～ 
 

○田中 庸介（一般社団法人キャリカ） 

○松岡 広樹（一般社団法人キャリカ） 
 

１ 問題と目的 

 福祉ビジョン2020では労働力人口の減少を見据え、「質

の高い福祉サービスの提供に不可欠な福祉人材の確保・育

成・定着を図っていくことは、2030年に向けて最も重要な

課題」と位置付けている。人材の確保から定着に至るため

に、一人ひとりの職員が専門性を活かして生き生きと活躍

し、やりがいを感じながら働き続けられる職場環境構築の

必要性が強調されており、それぞれの組織ごとに行動方針

を策定、実践活動を展開していくことが喚起されている。 

一般社団法人キャリカ（以下「当法人」という。）では

「誰もが働きがいを持って働ける社会の実現」をミッショ

ンとして掲げ、その実現に向けた行動指針として「尊敬心」

「自己覚知」「三方良し」「可能性の自己紹介」を定めて

いる。また、当法人の精神の１つとして「根拠に基づいた

（エビデンスベースドな）実践」がある1）。根拠のある実

践については「クライエントの特性、文化、好みに照らし

合わせて、活用できる最善の研究成果を臨床技能と統合す

ることである」2)とされており、エビデンスベースドの考

えを導入することは職員の成長機会を継続的に創出するこ

とになるだけでなく、利用者が安心し、大切にされている

と感じられる事業所になると考えている。当法人ではこの

根拠に基づいた実践の強化に向けた人材育成システムとし

てPDC（P）Aサイクル1)を取り入れており、管理者が中

心的役割を担い、職員同士の関係性を育みながら自律性と

有能感を高め、内発的モチベーションの向上を目指してい

る。自律性、有能感、関係性は継続的な成長に欠かせない

普遍的な心理的栄養素3)であり、これらの要素が満たされ

ることによって職員が生き生きと働いている状態である、

エンゲイジメントの向上が期待される4)。ソーシャルワー

カーのエンゲイジメントレベルは職員の健康状態やバーン

アウトだけでなく、利用者支援の質や組織へ影響を与える

ことが報告されており、働きがいを生み出す前提として、

職員の基本的心理欲求を満たすような職場環境整備の重要

性が指摘されている5)。当法人においても、職場環境を整

え、根拠に基づく知識・スキルの習得は質の高い実践に繋

がり、支援者の働きがいに影響を与える重要な要素だと捉

えており、その実現を目指して人材育成に取り組んでいる。

本発表では人材育成・定着に福祉領域においては未だ根拠

に基づく実践が浸透されていないことも問題意識として持

ち1)、当法人での人材育成について発表したい。 

２ 方法 

(1) 対象 

当法人に所属する支援者８名、利用者21名を対象とした。 

(2) 実施期間 

 2024年度中取り組むこととしており、本発表では2024年

４月～2024年11月までの内容を報告する。 

(3) 取り組み内容 

 当法人では今年度、人材育成担当者を１名配置し、これ

までに以下の取り組みを実施してきた（表１）。 

表１ 当法人における人材育成の取り組み（一部抜粋） 

・本屋プロジェクト（アクティブラーニング） 

・月に１度の企画会議 

・法人内研修（アセスメント、動機付け面接、プログラム運営、

ウェルビーイング、ストレングスなど） 

・外部講師研修（100文字アセスメント、強度行動障害など） 

・マイストーリーチャレンジ 

・１on１セッション 

 

(4) 効果測定（2024年８月時点で２度測定している） 

ア 職場における基本的心理欲求 

Basic Psychological Need Satisfaction at Work Scale6)

を翻訳し日本語版を作成した。自律性７項目、有能感６項

目、関係性８項目の計21項目、７件法。 

イ ワーク・エンゲイジメント 

日本語版ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度

(UWES-J)7)の短縮版を使用。活力、熱意、没頭の各３項

目、計９項目、７件法。 

ウ 自己効力感 

 先行研究8-9)を参考にエビデンス活用を①問題特定②情

報収集③入力・認知④出力⑤関係性の５項目に分類し、各

項目について10件法を用いた。 

エ 利用者満足度 

 当法人の利用満足度について４件法を用い、その理由を

自由記述で利用者に回答を求めた。 

 

３ 結果 

(1) 職場における基本的心理欲求 

合計得点は初回85.90（SD±10.72）、２回目89.00

（SD±9.23）。自律性は初回29.40（SD±7.53）、２回

目32.86（SD±6.69）、有能感は初回26.90（SD±6.85）、

２回目25.86（SD±6.66）、関係性は初回40.4（SD±
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8.21）、２回目40.57（SD±5.55）であった。 

(2) ワーク・エンゲイジメント 

合計得点は初回32.10（SD±9.48）、２回目29.86（SD
±6.27）。活力は初回10.00（SD±3.41）、２回目9.14

（SD±2.95）、熱意は初回11.70（SD±3.47）、２回目 

11.29（SD±2.86）、没頭は初回10.40（SD±3.14）、２

回目9.43（SD±1.50）であった。 

(3) 自己効力感 

合計得点は初回23.60（SD±11.59）、２回目28.00

（SD±12.56）（図１）。全ての項目においてスコアの増

加が見られ、特に関係性は初回4.50（SD±2.50）、２回

目5.43（SD±2.38）と最も得点の上昇が見られた。 

 

図１ 自己効力感合計得点の推移 

 

(4) 利用者満足度 

 大変満足している38％、まあまあ満足している52％、あ

まり満足していない10％、大変不満である０％であった。 

 

４ 考察と展望 

本発表は当法人内におけるエビデンスに基づいた実践に

向けた人材育成の取り組みについてである。当法人は支援

者の働きがいがより良い実践に繋がると考え、PDC（P）
Aサイクルを導入し、専門性を高められる機会創出だけで

なく一人ひとりが活躍できる職場環境構築を目指している。

2024年８月時点での当法人内における、働きがいの指標で

あるワーク・エンゲイジメントレベルは平均的な水準にあ

ることが示された10)。この状況をさらに向上させ、持続可

能な状態にするためには職場における基本的心理欲求をよ

り満たしていく必要があると考えられる11)。現状では自律

性の向上が見られている一方、有能感の微かな減少が見ら

れている。この点については、全体的なスコア上昇が見ら

れた“できそうだ”という感覚である自己効力感を“でき

る(有能感)”に変えていくことが有効であると考えられる。

先行研究においても自己効力感がパフォーマンスを向上さ

せ、さらにそれが効力感を高めるというポジティブスパイ

ラルの獲得に繋がることが報告されている12-13)ことから、

エビデンスに基づいた実践の成功体験を各職員が積み重ね

ていくことが自己効力感だけでなく、有能感を満たしてい

くうえでも重要であると考えられる。また、個人の自己効

力感に加え、組織全体の集合的効力感を向上させ、個と集

団の相互強化プロセスを構築することで組織全体のポジ

ティブなスパイラルを形成し、持続可能な成長を目指すこ

とも重要である。個人と組織の持続可能な状態を目指し、

質の高い実践を実現するためには、職員が安心して活躍で

きる環境を整え職員間が信頼し合い積極的に声を掛け合う

こと、互いのストレングスを認め合い互いから学びながら

専門性を高め合うこと、そして成功体験を積むための

フィードバックが得られる機会を設けることが重要だと考

えている14)。 

2024年度後期に向けては引き続きPDC（P）Aサイクル

に基づき、①職員会議や1on1セッションなど一人ひとり

の職員が実践を振り返り、実績として認識できる機会を定

期的に設けること、②専門的知識を得られる機会を設ける

こと、③職員同士が学び合う機会を創出することに取り組

むことで職場における基本的心理欲求を満たし、ワーク・

エンゲイジメントがさらに高まっている状態を目指してい

く。支援者一人ひとりが成長や働きがいを感じられること

が人材の定着となり、結果として質の高い実践や組織とし

ての持続的な発展に寄与することを信じて当法人では人材

育成サイクルを回していく。ソーシャルワーカー育成のエ

ビデンスが乏しく、現時点での当法人の人材育成を一概に

評価できないが、指標を用いて推移を測定し、取り組みが

機能しているかを都度評価しながら今後も知見を蓄積して

いきたい。 
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